



























































































































































































































































項　　目 平成21年 22年 対前年 平成21年 22年 対前年
月平均額 月平均額 実質増減率 月平均額 月平均額 実質増減率
（円） （円） （％） （円） （円） （％）
世帯人員（人） 1．00 1．00 一 2．00 2．00 一
有業人員（人） 一 一 一 0．05 0．07 一
世帯主の年齢（歳） 73．5 74．1 一 73．3 73．6 一
実　収　入 120，947 128，491 7．1 224，154223，757 0．6
勤め先収入 一 一 一 2，750 3，734 36．9
世帯主の配偶者の収入 一 一 一 2，750 3734， 36．9
事業・内職収入 1，769 1，425 一18．8 3，314 3，527 7．3
他の経常収入 114，099 122，035 7．9 211，018 211，162 0．9
社会保障給付 111392　， 119026　， 7．8 208，303 208，080 0．7
仕送り金 1，165 887 一23．3 701 919 32．2
可処分所得 108，477 116ン922 8．7 193，077193364　， 0．9
消費支出 139，469 145，963 5．5 235，203 234，555 0．5
食料 32ナ433 31，731 一1．9 58042　， 57，876 0．0
住居 13481　｝ 14061　， 4．8 14，599 14921　， 2．7
光熱・水道 12，207 12，289 0．9 18，737 19，220 2．8
家具・家事用品 5169， 5，573 13．0 8，838 9，187 8．9
被服及び履物 4，823 4，249 一10．8 7，461 6，581 一10．7
保健医療 7，380 8，368 14．0 15633　， 14ナ959 一3．8
交通・通信 11，140 13，131 16．7 23，490 24，652 3．9
教育 22 0 一 2 2 一
教養娯楽 17，492 19，280 12．1 27，770 29，315 7．4
その他の消費支出 35，321 37281　， 6．4 60，629 57，842 一3．8
諸雑費 12，770 13，807 6．7 19，877 18，812 一6．6
交際費 21，880 22ナ558 3．9 32，708 31，057 一4．2
仕送り金 643 823 29．0 939 1，186 27．3
非消費支出 12，470 11，569 ＊一7．2 31，076 30，393 ＊一2．2
直接税 6956， 5，947 ＊一14．5 14，522 13477　， ＊一7．2
社会保険料 5，470 5422， ＊一〇．9 16，488 16，857 ＊2．2
エンゲル係数（％） 23．3 21．7 ＊＊一1．6 24．7 24．7 ＊＊0．0
黒字［可処分所得一消費支出］ 一30，992一29，041＊＊＊1，951 一42125　　， 一41，191＊＊＊934
金融資産純増 一25，602一23422　　， ＊＊＊2，180 一38，745一38，553＊＊＊192
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3表高齢者世帯の所得
区　分
平均所得金額
一世帯当たり 世帯人員一人当たり　（平均世帯人員）
高齢者世帯 総所得　　　　　　　　　　　　　　306．3万円
　稼動所得　　　　　　　　　　　　56．2万円　　（18．4％）
　公的年金・恩給　　　　　　　　　209．4万円　　（68．4％）
　財産所得　　　　　　　　　　　　23．0万円　　　（7．5％）
　年金以外の社会保障給付金　　　　　　2．5万円　　　（0．8％）
　仕送り・その他の所得　　　　　　　15．2万円　　　（5・0％）
195，5万円（1．57人）
全　世　帯 総所得　　　　　　　　　　　　　566．8万円 207．1万円（2．74人）
資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成19年）（同調査における平成18年1年間の所得）
（注）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。
出所：参考文献1．P21
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減りも含めて、金銭的にかなり’減額のプレッシャーがかかるようになって
いる恐れがあるので、安心するのは早すぎる。2000年には現役世代の3．6
人で1人の高齢者を支えていましたが、2025年には1．9人に1人、そして、
2030年には1．4人に1人にまで減る見通しなのだ。今大丈夫とおもってみ
ても、いざ本当に75歳という地平にたったとき、金利が超低くて貯蓄が
あまり増えないことと年金の実質的減額という2つ現象と忍び寄るインフ
レが徐々に襲い掛かってくるおそれがある。このままでは、老後資金を計
画どおり保持していくのが難しくなってしまうかもしれないのだ。
　手許の資金が3000万円あるとしたら、前述したように何もしないでた
だ夫婦二人で年300万円ずつ生活費に使っていくと、10年で消えていく。
退職金も預貯金だけにしておくとほとんど増えない。人生85年と考えると
資金10年分不足してしまうである。そこで、預貯金だけに偏ったポート
フォリオは危険であり、経済的自由をつかむためにも資産運用というもの
を上手にとりいれていく必要があるといえるかもしれない。9図（1）の
状況は、定年時の年令、働くかどうか、資産運用をするかどうかの3つの
条件を組み合わせによって、老後資金がたどる過程を表すものであった。
60歳から資産運用しながら、資産の一部と年金で生活していく状況をも
示している。資産運用の役割は、資産をなるべく長く持たせるところにあ
る。そして、75歳ぐらいからは、単に使うだけの時代にする。この年令
をすぎると、精神的にも衰えてきて、いろいろな出来事に対応できないだ
ろうから、これぐらいの歳を資産運用のゴールとする。じっさい問題とし
て、資産運用の意思決定にはそれなりに能力と体力が必要である。そのカ
が弱くなってきときには無理をしないで運用そのものをあきらめる勇気も
必要だろう。そのめどとして70歳代半ばをあげているだけなのである。
70歳代になると、アルツハイマー病や白内障といって病気の発症率も急
速にたかまるし、実際、要介護・要支援を受けている人の82％は75歳以
上となっている。このような現状を考えると、60歳から75歳までの15年
間ぐらいは、なんにもまして大切な期聞になる。退職時の老後資金がゼロ
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というのではお話になりません。
　仮に、インフレがあっても資産運用ができればなんとかインフレヘッ
ジできるかもしれない。しかし、資産運用は言うほど簡単なものない。
場合によっては、失敗することも多い。資産運用で大きな利益を得るの
は、たまたま多くの投資家の中で幸運もあって成功したある特定個人の投
資家であって、投資家の多くの人が達成できるというような話ではないの
である。投資家のなかにはプロといわれる人もたくさん含まれている。し
たがって、個人レベルでは、大きな利益を得る人もでてくるだろう。投資
の世界では、全員がうまくいくという話はめったにない。知識と技術が異
なっているので、いつに時代も結果は個人まちまちなのである。体が元気
で働けるのであれば、働いて老後の生活に備えるのが基本であり無難であ
る。資産運用をするとしてもそれはあくまでも従にしたほうがよい。全財
産をそれにつぎ込んでいくのは精神上もよくない。資産をつぎ込めばっぎ
こむほど心配になって身体的、精神的に疲れるだけである。
　08年のリーマン・ショックからの経済危機もあいまって、雇用不安も
蔓延している。インタネット調査においても、来年の世帯収入も減少する
と回答するひとが増えている。とくに30代のひとが失業するかもしれな
いという割合が63％をこえている。ましては、高齢者にいたっては厳し
いだろう。労働者として先行きの見えない雇用情勢と経営への不安が明ら
かになっているのである。また、転職する意思のある人も、徐々に増えっ
つあるのが現状である。
　また、資産運用は別にして、年金がある程度確保でき、退職金や貯金が
ある程度あるようだと老後の予算を確保できる。しかし、医療の予期せぬ
進歩で寿命が飛躍的に伸びる場合、さらに長生きのリスクが発生する可能
性がある。長生きしそうだと考える人は、その分大目に資金を確保してお
くことが必要になる。医療費も健康保険が適用される治療は、医療費の3
割でうけられるし、高額の医療費がかかるときも、高額医療費制度によっ
て負担が抑えられることができる。
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　資産運用は、病気や介護、あるいは1人になったときのリスクを考え
て、そのために資金をまず最優先に取り分けておくことである。残りを資
産運用にすることである。究極の資産運用は、働くことであろう。
　これまでの資産運用の話はあくまでも過去のものであり、いまの日本経
済の状況を考えれば、夢物語かもしれない。資産運用も株式投資やFXの
ようなハイリスク・ハイリターンの資産運用は、継続して利益を得るのは
非常に難しい。しかも投資家全員とまで言わなくても、大多数の人が運
用益を得るというのは、たとえば、日本では1950年代から1990年までの
ように、高度成長の期問を含む期間であって、今のような低成長の時代が
続いているような時代には、多くの人が利益を得るのはまず無理な話であ
る。たとえ、株式投資ではなく、国債や社債あるいは安定した証券などで
安定した資産運用にしても、そう簡単ではない。従って、9図の（b）や
（A）のような資産運用は、あまりにも甘い筋書きの映画や劇のようなも
のであり、一種の夢物語である。実際には、日本人は、貯蓄や退職金を投
資している人の割合は約4割、残りの6割の人は投資をしていない、ある
いは資産運用をしていないのである。そして、その6割の人に今後投資を
検討するかという質問をしても、投資してみようという人はせいぜい4分
の1程度である。したがって、資産運用をしてみようという人は最大でも
約半分しかいないというのが実情であり、実際には、とても半分まではい
かないのが真実であろう。元本を安全確実な方法で貯蓄する場合、現状
の定期預金なみの金利では、とても1％までもいかないでせいぜい0．1～
0．3％程度なのだ。
　この論稿を書き終えたころ、東日本大震災が発生しました。被災者、犠
牲者の方々に謹んで哀悼の意を表し、被災者の皆様の1日も早い復興をお
祈りいたします。
一46一
老後資金
7．むすび
　われわれ日本人の寿命は、医療の発達や生活環境の改善などがあって昔
の人生50年から80年時代になり、飛躍的に伸びてきた。現在、日本人の
寿命は男性が79．6才、女性が86歳余りで世界一の長寿を誇っている。長生
きは幸せで喜ばしいのですけれども、9図で示したように、横軸の年数が
ながくなるので、反面長い人生に対応した老後資金が必要になる。20年ほ
ど前、日本は1億総中流社会の時代で、人口の8割以上が中流という意識
を持ち、ほどほどの資産を待っていたといわれていた。その後、総中流が
崩壊して同じ中流でも所得が1段低い中流に移行してしまった。その結果
として、国民の大多数が以前よりも低い所得階級に属するようになった。
会社や職場の定年が60歳、企業によっては65歳になっているけれども、
余生の人生が長くなったので、定年後の収入がなければ、生活資金となる
貯蓄を増やしていかなければならない。しかし、貯蓄といっても、現実に
はなかなか思うようにはいかない。この論稿では、平均的な貯蓄や金融資
産（トータルで3千万円程度）を保有する人を中心に描いているが、とり
わけ、年金生活者やまもなくそれにむかう団塊の世代が念頭に置かれてい
る。年金生活者にとって経済的には、リスクとなるのは、今まで述べた長
生きのリスクとインフレの存在である。基本的にこの2つのリスクによっ
て必要となる老後資金が増減すると考えられるのだ。
　老後の生活に影響する2つの大きな要因となるのは、5のところで論じ
たように、長生きすれば、そのぶん老後の生存期問が長くなり準備すべき
老後資金が増えることになるし、インフレの場合、その程度によって、老
後資金の価値を減価され、途中で資金が不足する可能性があるからであ
る。インフレが発生すれば、その程度にもよるけれども、より多くの資金
が必要となるのだ。インフレの怖いところは、実質的に全ての国民の資産
の価値を押し下げていく半面、生活資金を膨張させることである。インフ
レが来ると、それは特にリタイヤした人ほど生活資金が増大して生活を維
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持するのが困難になっていく。このインフレさえ、何とか回避できれば多
くの人はその老後をかなりの程度乗り越えていけるのだ。インフレ率が高
いと、途中で老後資金が不足することになるわけ、高率のインフレだけは
回避したいところである。各個人も自己努力をしていく意識がないと、生
活が困窮していくことにもなる。乗り越える方便の1つとして、身体さえ
健康であれば、高齢になっても働いて収入を得ていけば、途中で資金が枯
渇するリスクを軽減できる、といえよう。
　また、老後資金を長く持たせる方法として資産運用があるけれども、現
在のような先進諸国の低成長の時代では、非常に難しい。株式のようなハ
イリスク、ハイリターンでなく、安定した国債や社債のような債券投資で
も、現在では利回りが低くなかなか思うようにいかない。9図の（1）や
（2）が実現できるのは、日本が1960年代から1990年までの高度成長期
を含む期間の話なのである。いまのような経済の低成長時代で、人口減少
社会、少子高齢化社会、政府の累積債務が1000兆円にせまるような現在
では、とても無理な話である。むしろ、資産運用で資産を減らすことも多
いのである。世界には、政治や経済のいろいろなリスクがあるから、いつ
資産が減少するような事態が起きても不思議ではない。むしろ、手堅く預
貯金は0．3％以下であるが安全な債券でせいぜい1％で保有しておくほう
が良いことも多いのである。やはり働けるだけ働いていくことが、安全で
安定した老後に結びつくのである。ただ、インフレ・リスクのところで述
べたように、高率のインフレが起こると貯蓄などの資産は目減りが激しく
なる。インフレに対抗できるぐらいのインフレヘッジになれば、貨幣価値
を減らすことなく実質的に貨幣価値を維持できれば充分である。
　しかし、資産運用については、余り頼らないほうが無難かもしれない。
運用するとしても、他人任せでなく、自分で決めることが基本である。少
なくても、最小限、金融のイロハを学んでおく、分散投資を心がける、退
職金は慎重に扱う、などを忠実に守り、増やすなどという欲をあまり出さ
ないほうがいい。今の先進国は、もう低成長の時代ですから、金融投資で
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お金を増やすといってもなかなか難しい。身近に親身になってくれる案内
人がいればいいかもしれないが、それまで金融投資をしたことがない人が
退職後始めてもあまりうまくいかないことが多いであろう。何かも失う時
代だから、「殖やす」ではなく「減らさない」という感覚が必要なのでは
ないだろうか。金融機関から声高に叫ばれる必要資金の額は、危機感をあ
おって自社の金融商品を買わせようとしている場合が多い。老後の暮らし
にかかるお金は千差万別なので、あまり真に受けてはいけない。
　最近、生活保護を受ける世帯が急増している。1952年から2000年まで
の期間、生活保護の世帯は平均70万世帯ぐらいで安定的に推移していた
が、2005年に100万世帯を突破し、2011年3月には200万世帯を突破して
いるのである。この背景には、長寿時代で1人暮らしの高齢者世帯の増
加、障害者・疾病者の高齢者の増加、景気の悪化などが考えられる。とく
に、65歳以上の男性、女性とも20％弱から26％が現役世代の平均年収の
半分以下という貧困階層であり、女性の単身世帯では過半数を超えている
し、男性の単身世帯でも40％に近い数値となっているのである。いずれ
にしても、老後の人生が長くなっていろいろな理由で生活資金が不足する
人が多くなっているのだ。老後に備えて早めに準備をしていく必要があり
そうである。
　しかし、インフレが襲ってきたときには、多くの人がより貧困な生活の
方向に引きずりこまれるので、資産の少ない人や年金がすくない人は生活
がたいへんになる。食糧の価格の高騰、エネルギー価格の高騰などがジワ
リ進行しているが、生活必需品や医療・介護のサービス価格までインフレ
が及んでくると怖い。最近、経済成長著しい新興国の実需に投機マネーが
拍車をかける食糧インフレが北アフリカ地域・中東の低所得層の生活を直
撃している。民主化運動となって同地域を緊迫化させている。新興国の食
料の需要の増大や農産物の不作、農産物の輸出禁止などが背景に存在して
いる。そして、2，3年後から2～3％のインフレが起こる予想している。
このようなインフレが起こった場合、国民の家計を直撃し、家計が困窮す
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る世帯も少なくないだろう。特に、老後高齢者世帯において経済的な老後
難民世帯が増加することは間違いない。インフレが襲来しないことを祈る
しかない。この1年問でかなりのインフレが進行してきており、いろいろ
な生活物資が高騰している。為替の円高がなければ、もっと高率のインフ
レに直面していたであろう。ここで、もし、1ドル100円ぐらいの円安に
なれば、物価はかなり跳ね上がることになるのである。物価と為替がある
ゾーンに制約を掛けられ、経済政策、経済運営も非常に難しい局面に直面
している。（参考文献5のp20参照）
　しかし、経済がどのような状態になろうと、人間の経済生活は続いてい
くのだ。なので、どっちにしても、健康であれば定年退職後も何らかの職
業について、収入は少なくなっても働くことが一番である。現役時代の人
脈をたどって再就職をするのもよいし、仲問と一緒に何らかの事業を始め
るのも良い。会社時代に培った知識や技術を駆使して仕事をするのであ
る。一芸に秀でた趣味もお金になることがある。働けば、9図のAのよう
に自分の資産を長くももたすことが出来て、リスキーな老後を乗り越えら
れる。働けるうちは出来るだけ働くことである。体が働けなくなったら、
もう資産をっかって生きていく意外に道はない。若いままでいたいと思っ
ても足腰が弱くなっているので、外に出ると疲れるし、あれもしたい、こ
れもしたいと思っても無理である。順調に欲望が澗れていくことになろ
う。物質的な欲望を追いかけても、キリがない。我慢や不足を楽しむ余
裕、お金を掛けなくても満足できることに幸せのヒントがありそうだ。
　この論稿は、定年後の人生にいったいどれぐらいのお金が必要なのかと
いう問題意識から始まった。いくらぐらいあれば、安心して暮らしていけ
るのか。これはほとんどの人の関心事であることに間違いありません。
　よく、雑誌などをみていると、老後に必要な金額は数千万円とも1億円
に近いとも書かれている。もちろん、計算の仕方にもよりますが、計算上
ではこのような数字になるのである。とにかく莫大なお金がかかるような
印象をもってしまう。しかし、考えてみれば、普通のサラリーマンではそ
一50一
老後資金
んなことは無理な話である。いくら退職金をもらったとしても、家のロー
ンや何やらで、おそらくかなりの部分が消えてしまう。老後に向かって貯
蓄をするのは良いことですが、情報に流されて、あまり神経質になり過ぎ
ないほうがよいでしょう。
　基本的な考え方としては、自分が安心できる老後資金をもっていればよ
いということである。この安心には、2つの要素がある。まず1つは、自
分の身体について安心できるということ。これは医療費や介護費を指して
いる。医療費については個人差がありますが、どんな高額な医療費がか
かったとしても、いまの保険制度では上限がありますから、1年で100万
円以内に収まるはずである。つぎに現在の介護保険制度では、もっとも重
い要介護5の指定を受けたとしても年間で60万円程度のものである。そう
考えると、数年問寝たきりになっても、かなり大きな手術をうけたとして
も、都市部では今のお金で2ないし3000万円もあれば、そして、地方の
田舎では、都市部の7割程度のお金があれば、なんとかやっていけるので
はないだろうか。もうひとつ、生活の安心という点では、自分の住む場所
さえ確保してあれば、夫婦二人で暮らすのにそんなにお金はかからない。
国や企業からもらえる年金があれば何とかやっていけるだろう。
　どうしても老後資金が不足する場合、最後の手段として住んでいる自宅
を売却して、生活資金を融通するという方法がある。自宅を担保にして金
融機関からお金を借りる方法で、年金という形で受け取る。自宅を所有し
ているが現金収入が少ないという高齢者世帯が、住宅を手放すことなく収
入を確保するための手段としてリバースモルゲージという方法である。普
通の住宅ローンは年とともに借金がへっていくけれども、この制度では借
金が増えていくのが特徴で、死亡時に自宅の評価額と同じになるように調
整するのである。いざというとき、老後の途中で資金不足をこの制度を利
用することで老後生活を乗り切ることができる。もちろん、退職に際して
は、住宅ローンは遅くとも退職金の一部で完済しておくことである。
　また、いろいろ調査結果から見て、最近の高齢者夫婦世帯の消費支出
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は、60歳代では年金を含めた収入よりも20％ほど多く支出し、これが70
歳代だと10％程度多く支出しており、70歳代の支出を落している傾向が
ある。貯蓄などを含めた老後資金の減り方が60歳代のほうが高いというこ
とである。そういうこともあって、蓄えが心細くなった高齢者達はどうも
老後資金の残額に応じて調整している可能性があるのだ。もちろん、70歳
代になって体が老衰して外出する機会が滅り、交通費や外食、旅行といっ
た出費がなくなり、自然と消費支出が減るとか同居している後継世代の援
助などもあると考えられる。今後も10年後、20年後に人生の途上で老後
資金が不足しがちになり、その残額におうじて生活水準を調整したりある
いは切り詰めざるを得なくなる高齢者世帯が増える可能性がある。10図の
分布で年間所得が少ないあるいは4図の分布で貯蓄が少ない高齢者世帯に
老後破綻する可能性が高いと推察される。さらに、インフレの程度や年金
支給額の減額の程度によっては破綻の範囲はさらに広がると推察される。
　しかし、実際、工夫をすればお金をあまり使わずに、老後の人生を過ご
すこともできる。自宅で趣味や好きなことをして、自宅や近所の地域社会
でいろいろな活動していれば、それほどのお金は使わないで済むと考えら
れる。外出するとしても、サークルにはいったり、講演会に出かけたり、
お弁当を持って山歩きをしたり、図書館から本を借りて夢中で読んだり、
別にお金をかけなくても楽しいことは多い。いろいろと欲しいものやした
いことは、あるでしょうが、欲を出せばきりがない。お金を使わなくて
も、充実した生活がおくることができるし、知恵を出せば生き生きとした
楽しい生活を送ることもある程度まではできるので、老後資金の枯渇する
リスクを確実に軽減できるのである。
　現役時代では会社や組織は頼もしい存在であるが、老後には延びた余生
の生活は誰も保障してくれない。老後への準備は既に現役時代の後半から
始まっているかもしれない。頼りになる年金もこれからも減額される可能
性もあり、インフレが襲来する可能性も充分にありうる。また、世の中な
にが起こるかわからない。将来、意外に長生きしたとき、ふと老後のたく
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わえが心配になり、不安になる高齢者も多くなるのではないだろうか。
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